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サービス品質評価の非対称非線形モデル 
 

佐藤 平国 

 

 

概要 

 

マーケティングにおけるサービス品質の測定尺度は SERVQUALを中心に発展が続いてい

るが様々な課題が残さたままである。また、多くの応用モデルが提案されているものの、実

務で注目されているモデルや、しばしば指摘される非対称非線形性の課題に取り組まれた研

究は少ない。そこで本研究では、原著の差異得点を用いた SERVQUAL モデルを実績尺度に

よるモデルと区別し、理論的な背景や統計モデルの観点から妥当性や実用性に関する考察を

行った。さらに、非対称非線形性を取り入れた SERVQUAL モデルを提案し、差異得点と実

績尺度の根本的な違いやその役割について改めて議論を行った。 

 

キーワード：知覚サービス品質，サービス品質の測定，SERVQUAL，プロスペクト理論，非

線形因子分析モデル 

 

 

I. 研究の背景と目的 

 

サービス産業において、自社のサービス品質に関する評価や他社と比較するための定量的

基準は、顧客満足度と同様に経営上、重要な指標である。企業が自社サービスの優劣を知り、

サービス品質の維持あるいは向上を図ることは自社ブランドの位置づけだけでなく、顧客満

足の向上にもつながるためである。マーケティングにおけるサービス品質の先駆的なモデル

には Grönroos（1984）や Parasuraman, Zeithaml and Berry（以下 PZB）（1985）があり、

PZB（1988）の SERVQAUL モデルはマーケティング尺度として開発された最初の定量モデ

ルである。 

PZB（1985、1988）では、構成概念の規定や測定の難しさから、サービス品質評価のモデ

ル化に関する研究の遅延が指摘され、GAP モデルの提案や尺度開発に取り組まれている。

SERVQUAL は、後に取り上げる概念的な問題や実証分析上の問題が度々取りあげられてい

るものの、サービス品質評価尺度の基盤となっており、最もよく知られているモデルである。

しかし、このようなサービス品質の定量指標は、顧客満足度指標（CSI）ほど一般的に使われ

ていない。その原因の 1 つには、サービス品質特有の問題があると考えられ、例えば PZB は

サービス品質の特徴を以下の 3 つにまとめている（PZB 1985, p.42; PZB 1988, p.13）。（１）

無形性（intangibility）：サービスは物体ではなくパフォーマンスであるため均一的な品質の

仕様はなく、数えたり、測ったりすることができない。（２）異質性（heterogeneity）：従業

員のパフォーマンスは、業種ごと、顧客ごと、日ごとに変化し、一貫したサービスの提供は

困難である。（３）不可分性（inseparability）：サービスはその場で消費者に提供され、また

消費されるため、サービスの生産と消費は分離することができない。  

このように多くの場合、サービス品質の測定は困難であり、SERVQUAL の改良モデルや

サービス品質の定義によって多彩なモデルが存在することもまた、サービス品質評価モデル

が普及しないもう 1 つの原因であるだろう。一方、顧客満足度に関連する多重指標モデルの

基礎となったのは期待不一致理論に基づく消費者満足モデル（Oliver 1980）である。現在で

は ACSI モデル（Fornell et al. 1996）が一般的な指標として既に確立しているだけでなく
(1)、さまざまな企業を横断的に比較できるようになっている。さらに消費者満足の研究では、

より現実の消費者心理を反映する非対称非線形性の課題に早くから取り組まれ、例えば製品・

サービスの属性パフォーマンスと全体満足（Mittal et al. 1998）、満足とロイヤリティにおけ

る非対称非線形関係（Dong et al. 2011; Kumar et al. 2013）が認められている。 

しかしながら、サービス品質評価モデルを代表する SERVQUAL は一般性に乏しいことが

指摘されている（Cronin & Taylor 1992、1994）だけでなく、応用研究で非対称非線形性を
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取り入れたものは少ない。Mittal et al.（1998）はサービス品質の構成次元を測定する手法

として SERVQUAL を取り上げてはいるが、彼らもまた SERVQUAL の 5 次元と総合品質の

関係が線形かつ対称に扱われてきたことに疑問を呈している。消費者の心理的反応に非対称

非線形関係を仮定できる場合には、それらをモデルで表現した方が予測の説明に役立つ可能

性があり、したがって本研究の目的は、原著の SERVQUAL が前提とする不一致概念

（disconfirmation-based）に伴う非対称非線形性の議論から、SERVQUAL の統計モデルと

しての妥当性を実績尺度（performance-only scale）と区別して考察することである。また、

因子分析モデルの観点から SERVQUAL を改めて解釈していくことで、実証分析と併せて実

務における応用可能性を示すことである。 

 

 

II. 先行研究のレビュー 

 

2-1. SERVQAUL モデル 

SERVQUAL 尺度（PZB 1985, 1988）とは、サービスに関する 22 項目について期待得点

（E）と知覚得点（P）を測定し、これらから計算される知覚サービス品質（または不一致／

差異）得点（PSQ＝PS-ES）のことである。したがって、消費者が事前に期待するサービス

と実際に知覚したサービスの比較結果が、ある企業に対する知覚サービス品質の評価になる

ことを意味する。概念の根底には消費者満足を規定する一般的な理論である期待不一致理論

（Oliver 1980）があり、知覚サービス品質はさらに次のように解釈できる（PZB 1985, pp.48-

49）。（１）期待サービスより知覚サービスの評価が悪いとき、知覚品質は期待を満した状態

を下回り、不一致の増加に伴い消費者にとって容認できない品質の傾向にある。（２）期待サ

ービスと知覚サービスの評価が等しいとき、知覚品質は期待を満たしている状態にある。（３）

期待サービスより知覚サービスの評価が良いとき、知覚品質は期待を上回っている状態で、

不一致の増加に伴い消費者にとって理想的な品質の傾向にある。本研究での「知覚サービス

品質」という用語もこれらの定義に従うため、実績尺度を「知覚サービス品質」とする場合

とは区別されたい(2)。 

また、統計モデルとしての SERVQUAL はこの知覚サービス品質得点を観測変数とする 1

次因子分析モデルであり、有形性（Tangibles）、信頼性（Reliability）、応答性（Responsiveness）、

確実性（Assurance）、共感性（Empathy）という 5 つの因子構造（表 1）と因子間の相関を

仮定する。したがって心理プロセスの解釈としては、これら 5 つの潜在因子に関する期待不

一致の結果が観測変数に反映することを表現している。言い換えれば、知覚サービス品質を

規定する 5 つの潜在因子が影響することで現実に観測される現象を代表しているのが

SERVQUAL 尺度である。 

 
表 1 SERVQUAL の次元 

 
 

2-2. SERVQUAL に付随する問題 

原著の SERVQAUL には多くの批判や問題が顕在しており、それらを代表的に扱った研究

としては Cronin & Taylor（1992, 1994）がある。彼らは、知覚サービスの評価得点のみを

用いる実績尺度を観測変数として、1 因子のみを推定する SERVPERF モデルを提案してい

る。SERVQUAL の主な問題点(3)としては、（１）差異得点を用いること、（２）因子構造が多

様であること、（３）他の構成概念との関連が脆弱であること、などがある。実際に Cronin 

& Taylor（1992）では、SERVQUAL 尺度で明確な 5 つの因子構造が確認できなかったこと

を示し、SERVQUAL尺度と SERVPERF尺度を用いた単一次元のモデル(4)を比較している。
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その結果、SERVPERF モデルによって推定された 1 次元の構成概念が、満足度、全体的サ

ービス品質および再購買意図を表すそれぞれの構成概念と最も相関が強く、モデルの適合度

も良かったことが示されている。 

差異得点や因子構造の問題を扱っている他の研究としては、例えば Babakus & Boller

（1992）、Brown et al.(1993) 、Peter et al.（1993）などがある。また、Prakash（1984）

は SERVQUALの概念基盤となった消費者満足の期待不一致理論における差異得点の問題を

扱っている。とりわけ SERVQUAL に関する差異得点の問題は、期待の意味が不明確である

ことや知覚品質と満足の区別が困難なこと、また信頼性係数の悪化など、多くの議論がなさ

れている。一方で PZB（1993, 1994a, 1994b）では、このような問題を認めつつも差異得点

を用いた SERVQUAL の有益性や妥当性が十分であることを主張している。 

しかしながら、本研究では別の観点からさらに 2 点の問題を提起したい。1 つ目は、

SERVQUAL では、期待を参照水準とした評価プロセスに焦点をあてているにもかかわらず、

非対称非線形性の議論が十分ではないこと。2 つ目は、因子分析モデルとしての活用や解釈

が十分ではないことである。1 つ目の問題は次節でとりあげ、2 つ目の問題は提案モデルの

導入で解説する。 

 

2-3. 知覚サービス品質における非対称非線形性 

これまで SERVQAUL の修繕や改善といえば、多くの場合、実績尺度を採用した新たな構

成概念や因子構造の提案であった（表 2）。しかし、SERVQAUL モデルに関する数々の問題

の議論は、線形因子分析モデルが前提のまま続いている。このことについて、知覚サービス

品質の非対称非線形性を考慮した統計モデルの観点から、差異得点の利用価値を再び議論す

る必要があると考えられる。また、Sivakumar et al.（2014）でも同様に、期待を参照水準

として用いるサービス品質評価およびそのプロセスに関して、プロスペクト理論

（Kahneman &Tversky 1979）の適応を提案している。彼らはサービス・パフォーマンスが

期待を下回ることを service failure、上回ることを service delight と表現しており、これら

は本質的には PZB（1985、1988）による知覚サービス品質の定義と同じである。彼らはこの

service failure／delight の起伏（頻度／タイミング／間隔／順序）が、プロスペクト理論に

よる心理プロセスを経て知覚サービス品質を構成すると仮定し、理論の拡張を図っている。 

プロスペクト理論での価値関数（Kahneman &Tversky 1979; Sivakumar et al. 2014）に

従えば、消費者の知覚サービス品質は、期待以上のサービスを得ること（利得）より、期待

が満たされないこと（損失）に対してより強く影響を受けるという非対称性と、利得に対し

て凹関数、損失に対して凸関数となる非線形性を伴う可能性がある。期待不一致を基礎とす

る差異得点には期待の概念が明確に含まれており、したがって、本研究では差異得点を用い

た SERVQUAL に非対称非線形性を考慮に入れたモデルを提案する。 

 
表 2 異なる構成概念・因子構造が提案されたモデルの例（Martínez & Martínez 2010） 

 
 

 

III. モデル 

 

3-1. 因子分析モデル 

まず、本研究の提案モデルの解釈に必要となる因子分析の基礎から振り返る(5)。因子分析

の主要な目的は、観測変数の次元圧縮や直接観測できない心理変数の推定などがあり、多岐

の分野にわたって応用されている。最も基本的な因子分析モデルは、以下の線型方程式を満

たす観測可能な確率変数ベクトル𝐱(𝑝 × 1)によって定義される。なお、観測された𝐱は既に中
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心化あるいは標準化されているものとする。 

 𝐱 = 𝚲𝛏 + 𝛜, (1-1) 

ここで、 𝚲(𝑝 × 𝑞):因子負荷量行列 

𝛏(𝑞 × 1):潜在変数（共通因子）の確率ベクトル 

𝛜(𝑝 × 1):誤差項（独自因子）の確率ベクトル 

 

一般的に以下が仮定される。 

 𝛏~𝑁(𝟎, 𝚽), (1-2) 

 𝛜~𝑁(𝟎, 𝚿𝝐), 𝚿𝝐 = 𝑑𝑖𝑎𝑔{𝜓𝜖,1, ⋯ , 𝜓𝜖,𝑝}, (1-3) 

 𝐶𝑜𝑣(𝛏, 𝛜 ) = 𝐸(𝛏𝛜𝑻) = 𝟎, (1-4) 

 𝑞 < 𝑝. (1-5) 

ここで、𝚽は(𝑞 × 𝑞)の分散共分散行列であり、したがって、以下が得られる。 

 𝐱~𝑁(𝟎, 𝚺), (1-6) 

ここで、 𝚺 = 𝚲𝚽𝚲𝑇 + 𝚿𝝐. (1-7) 

 𝐶𝑜𝑣(𝐱, 𝛏) = 𝚲𝚽. (1-8) 

(1-7)より𝑘行目の観測変数の分散を以下で表せる。 

 𝜎𝑘,𝑘 = 𝜆𝑘,1
2 𝜙1,1 + ⋯ + 𝜆𝑘,𝑞

2 𝜙𝑞,𝑞 + 2 ∑ 𝜆𝑘,𝑠

𝑠≠𝑡

𝜆𝑘,𝑡𝜙𝑠,𝑡 + 𝜓𝜖,𝑘 = ℎ𝑘 + 𝜓𝜖,𝑘 . (1-9) 

(1-8)より、𝑘行目の観測変数と𝑞行目の潜在変数の共分散が以下で表せる。 

 𝐶𝑜𝑣(𝒙𝑘, 𝝃𝑞) = ∑ 𝜆𝑘,𝑏𝜙𝑏,𝑞

𝑞

𝑏=1

. (1-10) 

ここで、𝜆𝑘,𝑏と𝜓𝜖,𝑘はそれぞれ𝚲の(𝑘, 𝑏)要素と𝚿𝝐の𝑘行目の対角要素であり、𝜙𝑞,𝑞と𝜙𝑠,𝑡はそれ

ぞれ𝚽の𝑞行目の対角要素と(𝑠, 𝑡)要素である。もし、𝚽 = 𝐈とするなら、潜在変数は互いに無相

関であり、潜在変数と観測変数の相関が𝚲の要素のみで与えられることがわかる。また、𝑘行

目の観測変数の分散が以下のように簡潔になる。 

 𝜎𝑘,𝑘 = ℎ𝑘 + 𝜓𝜖,𝑘 = 𝜆𝑘,1
2 + ⋯ + 𝜆𝑘,𝑞

2 + 𝜓𝜖,𝑘 . (1-9’) 

(1-9)および(1-9’)におけるℎ𝑘は共通性と呼ばれ、観測変数の分散のうち潜在変数によって寄与

される部分を表し、誤差項の分散𝜓𝜖,𝑘は観測変数の独自性と呼ばれる。したがって、潜在変数

間に相関を仮定する場合には、潜在変数同士の共分散の影響が残り、多少不雑な解釈を必要

とするが、因子負荷量は観測変数と潜在変数の関係性の強さを表すパラメータとみなせる。

このように、因子分析とは、観測変数の分散共分散の情報を利用して、複数の観測変数を共

通因子として解釈されるより少ない潜在変数と、独自因子として解釈される誤差項とに分解

していると考えることができる。また、それによって観測変数と潜在変数、高次因子分析モ

デルであれば、さらに潜在変数同士の依存構造を推定する手法である。モデルから明らかな

ように、各行の方程式は観測変数がより少ない次元の潜在変数で説明される、すなわち観測

変数を目的変数とし、潜在変数を予測変数とする回帰分析モデルを表しており、因子負荷量

は回帰係数とみなせる。実際の SERVQUAL モデルの推定には構造が既知であるため確認的

因子分析を用いるが、基本的な概念は変わらない。解の不定性の制約には、因子を構成する

いずれか 1 つの観測変数に対する因子負荷量を 1 に固定する方法や、潜在変数が外生変数の

場合にその分散を、内生変数の場合にその誤差項の分散を 1 に固定する方法などがあり、標

準化解を求めることによって係数や分散の大きさは相対比較が可能となる。 

 これらの議論から、次元圧縮の意味では、SERVQUAL ないしは因子分析モデルを前提と

する測定尺度の利用は、観測項目を個別に解釈するより、それらの結果を引き起こす少数の

潜在要因を推測し解釈される方が容易であり、構造方程式モデリング（共分散構造分析）で

はモデルの単純化に貢献する。マーケティングの実務においては、簡略化された因子に働き

かけることによって、観測変数または目的変数でもある項目について高得点を得られるよう

にしたい(6)。しかし、因子分析モデルは観測不可能な要因を推定する手法ではあるけれども、

潜在変数（共通因子）や誤差項（独自因子）は観測される項目に依存するため、対象となる

項目が意味する範疇を超えての解釈は妥当でない。そのため、差異得点と実績尺度を用いた

モデルとでは分析対象となっているデータが同一ではなく、推定している潜在変数の意味が

根本的に異なるため、これらのモデルを直接に比較することは難しい。差異得点を用いた場
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合には、潜在変数は顧客の不一致を要約しており、知覚サービス品質を向上させるために「期

待をどれだけ上回るパフォーマンスを行うか」が論点となる。一方、実績尺度では、潜在変

数が顧客の知覚したサービス実績のみに焦点をあてており「より高水準のパフォーマンスを

行うこと」が目標となる。この点に関して言えば、差異得点が満足概念と区別が困難である

ことは明確である。しかしながら、実際のサービス品質評価で「良い」と知覚したサービス

品質が、「期待よりも良かった」と感じて評価したことなのか、期待を意識せず単純に「良か

った」と感じて評価したことなのかは、消費者自身でも一概に区別しているとは限らず特定

も容易ではないと考えられる。そのため、差異得点と実績尺度にはそれぞれ役割があり、ま

た、先に取り上げたプロスペクト理論からも期待の測定には重要な意味があると考えられ、

本研究では改めて原著の SERVQUAL を見直したい。 

差異得点と実績尺度に共通する因子分析モデルの問題点としては、潜在変数は仮想的かつ

抽象的な変数であるため、SERVQUAL もまた 5 次元の潜在変数が該当する観測変数の共通

要素を縮約した評価得点（因子得点）を与えるに過ぎないことである。そのため、実務にお

いて活用され具体的な施策を行う際には、項目に関して個別に対処する必要もあるだろう。

例えば、SERVQUAL から推定された潜在変数を基に各次元の品質向上を図るには、表 1 の

ことについて改善していく必要があると大まかに判断できるが、具体的に何をすればよいか

まではわからない。しかし、少なくとも項目にかかわる要素が潜在変数に含まれていること

になるので、項目に関して個別に対処することで知覚サービス品質の改善、すなわち項目の

高得点が期待される。 

以上のことから、本研究では SERVQUAL の統計モデルとしての改善として非対称非線形

性を導入するが、このとき、5 次元の共通因子を推定に含めた 2 次因子分析モデルを考える

方がより望ましい。なぜなら、観測変数と 1 次因子の関係に非対称非線形性を仮定すること

は可能であるが、次元削減の観点から効率的ではないからである。一方で、1 次因子に階層

的な非対称非線形構造を仮定することは、最下位次元の観測変数にも間接効果として非対称

非線形の影響を考慮していることになる。また、本来 SERVQUAL の各次元は互いに相関を

仮定しているため、潜在変数から得られる分散共分散の情報を活かし、5 次元から共通因子

と独自因子を分解することができる(7)。このことは、共通因子によって 5 次元の共変的変動

を表せるだけでなく、独自因子によって各次元単独の変動を表せ、次元が個々に持つ特徴の

相対的な影響力を推測できることを意味する。したがって、本研究では SERVQUAL の 2 次

因子分析モデルを採用するだけでなく、2 次因子の測定方程式に非対称非線形関数を仮定し

たモデルを次節で提案する。なお、2 次因子の解は、PZB（1991）が SERVQUAL について

サービス品質の必要最低限な基本要素を測定していることを弁明しているため、5 次元を総

括する基礎品質（Baseline Quality; BQ）知覚と仮定する。ここまでの議論をまとめると、

本研究が SERVQUAL の利用で提案したいことは表 3 のとおりである。 

 
表 3 SERVQUAL の利用にあたっての提案 

 
 

3-2. 提案モデル 

3.2.1. SERVQUAL の 2 次因子分析モデル 

SERVQUAL の 2 次因子分析モデル（𝑖 = 1, ⋯ , 𝑁;  𝑗 = 1, ⋯ , 22;  𝑘 = 1, ⋯ , 5）は以下で定義

される。 

 𝐲𝑖 = 𝚲𝝎𝑖 + 𝛜𝑖 , (3-1) 

 𝝎𝑖 = 𝚪𝜻𝑖 + 𝛕𝑖 , (3-2) 

 𝛜𝑖~𝑁(𝟎, 𝚿ϵ), 𝚿𝜖 = 𝑑𝑖𝑎𝑔{𝜓𝜖,1, ⋯ , 𝜓𝜖,22}, (3-3) 

 𝜻𝑖~𝑁(0, 𝜎𝜁
2), (3-4) 

 𝛕~𝑁(𝟎, 𝚫τ), 𝚫𝜏 = 𝑑𝑖𝑎𝑔{𝛿𝜏,1, ⋯ , 𝛿𝜏,5}, (3-5) 
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 𝛜𝑖 ⊥ 𝜻𝑖 ⊥ 𝛕𝑖 . (3-6) 

したがって、以下を得る。 

 𝛀~𝑁(𝟎, 𝜎𝜁
2𝚪𝚪𝑇 + 𝚫𝜏), (3-7) 

 𝐘~𝑁(𝟎, 𝚲{𝜎𝜁
2𝚪𝚪𝑇 + 𝚫𝜏}𝚲𝑇 + 𝚿𝜖). (3-8) 

ここで、  𝐲𝑖(22 × 1)は知覚サービス品質（差異得点）であり、有形性(𝑗 = 1, ⋯ ,4)、信頼性

(𝑗 = 5, ⋯ ,9)、応答性(𝑗 = 10, ⋯ ,13)、確実性(𝑗 = 14, ⋯ ,17)、共感性(𝑗 = 18, ⋯ ,22) に対応した観

測変数ベクトル、𝚲 (22 × 5) は 1 次因子の因子負荷量行列、𝝎𝑖  (5 × 1)は有形性(𝑘 = 1)、信

頼性(𝑘 = 2)、応答性(𝑘 = 3)、確実性(𝑘 = 4)、共感性(𝑘 = 5) を表す 1 次因子の潜在変数ベク

トル、𝛜𝑖  (22 × 1)は 1 次因子の測定方程式における誤差項ベクトル、𝚪 (5 × 1)は 2 次因子の

因子負荷量、𝜻𝑖  (1 × 1)は BQ と解釈される 2 次因子の潜在変数、𝛕𝑖  (5 × 1)は 2 次因子の測

定方程式における誤差項ベクトルである。 

 

3.2.2. 非線形因子分析モデル 

本研究では、上述の 2 次因子の測定方程式（3-2 式および図 8 で丸に囲まれている部分）

を変更した以下の 3 つのモデルを提案する（図 9）。なお、関数形は顧客満足とロイヤルティ

の関係における一般的な非線形関数（Ajing et al. 2016; Dong et al. 2011）も参考にした。 

（1）非対称線形モデル 

 𝐒𝐐𝑖 = 𝚪(+)𝑰(𝐁𝐐𝑖 > 0){𝐁𝐐𝑖} + 𝚪(−)𝑰(𝐁𝐐𝑖 < 0){𝐁𝐐𝑖} + 𝛕𝑖 (3-9) 

（2）非対称 2 次式モデル 

 𝐒𝐐𝑖 = 𝚪(+)𝑰(𝐁𝐐𝑖 > 0)𝑰{𝐁𝐐𝑖
2} + 𝚪(−)𝑰(𝐁𝐐𝑖 < 0){−𝐁𝐐𝑖

2} + 𝛕𝑖 (3-10) 

（3）非対称ロジスティックモデル 

 𝐒𝐐𝑖 = 𝚪(+)𝑰(𝐁𝐐𝑖 > 0) {
1

1+𝑒𝑥𝑝(−𝐁𝐐𝑖)
−

1

2
} + 𝚪(−)𝑰(𝐁𝐐𝑖 < 0) {

1

1+𝑒𝑥𝑝(−𝐁𝐐𝑖)
−

1

2
} + 𝛕𝑖  (3-11) 

ここで、𝑰(∙)は𝑖 = 1, ⋯ , 𝑁について( )内の条件を満たすとき 1 となり、それ以外は 0 となる

指示関数である。また、𝐒𝐐𝑖は(3-1)式および (3-2)式の𝝎𝑖、同様に𝐁𝐐𝑖は𝜻𝑖に対応している。（1）

は線形関数に非対称性のみを加味している。（2）は非線形関数として単純な 2 次関数をあて

はめ、価値関数の S 字曲線とは逆の関係にある曲線を描き、0 の周辺で平坦になる特徴があ

る。（3）は価値関数としてロジスティック関数をあてはめており、下位次元には上限と下限

が課される。 

 

図 1 提案モデル（観測変数・誤差変数は省略） 

 
 

 

 

図 2 線形モデルと提案モデルの関数形 
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モデル推定のために、以下のベイズ推定を用いた一般的な非線形因子分析（NFA）モデル

（Zhu & Lee 1999）について考える。 

 𝛚𝑖 = 𝚪𝐆(𝛇𝑖) + 𝛕𝑖 , (3-12) 

ここで、𝚪は(𝑘 × 𝑚)の因子負荷量行列、𝛇𝑖は𝑙 < 𝑘の潜在変数ベクトル、𝛕𝑖は(𝑘 × 1)の誤差項ベ

クトル、𝐆(𝛇𝑖) = {𝑔1(𝛇𝑖), ⋯ , 𝑔𝑚(𝛇𝑖)}𝑇は𝑙 ≤ 𝑚の微分可能な関数𝑔1, ⋯ , 𝑔𝑚である。このとき、NFA

モデルは𝚪について線形であるが、潜在変数について非線形である。因子分析モデルの一般的

な仮定と同様に、𝛇𝑖~𝑁(𝟎, 𝚺ζ)であり、ここで𝚺ζは分散共分散行列を表すが、𝛇𝑖が一変量のとき

は𝛇𝑖~𝑁(0, 𝜎𝜁
2)である。また、𝛕𝑖~𝑁(𝟎, 𝚫τ)であり、ここで𝚫𝜏は対角行列を表し、𝛇𝑖 ⊥ 𝛕𝑖である。

なお、𝑙 = 𝑚かつ、すべての𝑖について𝐆(𝛇𝑖) = 𝛇𝑖なら、NFA モデルは元の線形因子分析モデル

になる。 

MCMC によるギブス・サンプリングを用いれば、各確率変数の条件付き分布を考えること

から、非線形因子分析モデルの完全条件付き事後分布は基本的に線形因子分析モデルと同じ

になる。しかし、2 次因子に関する事後分布P(𝛇𝑖|𝚪, 𝚫𝜏, 𝜎𝜁
2, 𝛚𝑖)は非標準的であり、直接のサン

プリングが困難になるため、ランダムウォーク-メトロポリス・ヘイスティング（RW-MH）

法を適用する。したがって、𝑔1および𝑔2を提案モデルにおけるそれぞれの関数であるとすれ

ば、上式(3-9~11)は例外なく以下のように表すことができギブス・サンプリングが可能とな

る。 

 

𝛚𝑖 = 𝚪(+)𝑔1(𝛇𝑖) + 𝚪(−)𝑔2(𝛇𝑖) + 𝛕𝑖 

= [𝚪(+), 𝚪(−)] [
𝑔1(𝛇𝑖)

𝑔2(𝛇𝑖)
] + 𝛕𝑖 = 𝚪𝐆(𝛇𝑖) + 𝛕𝑖 , 

(3-13) 

ここで、𝚪は(5 × 2)の因子負荷量行列、𝐆(𝛇𝑖)は潜在変数を関数で変換した(2 × 1)のベクトルと

いうことになる。解の不定性の制約には、1 次因子の測定方程式では因子負荷量の方を固定

する一般的な方法をとる。一方、2 次因子の測定方程式については、非対称性の検証のため

にすべての因子負荷量の相対比較を行いたいので、外生変数である 2 次因子の分散を𝜎𝜁
2=1 と

固定する。しかし、(3-13)における潜在変数は 1 つであるが、因子負荷量行列は(5×2)となり

制約が不足するため、𝚪(+)の 1 つ目の要素を 1 に固定する。 

 

 

IV. 実証分析 

 

4-1. データとパラメータ推定 

調査会社（楽天リサーチ）を通じて 3 つのカテゴリ（ホテル・銀行・小売店）より、一般

的に低ランク（B）と高ランク（A）と予想される企業（ホテルはビジネス・ホテルとシティ・

ホテル、銀行は地方銀行とメガバンク、小売店はチェーン店と百貨店）から 1 社ずつ選び、

計 6 社（Hotel.B, Hotel.A, Bank.B, Bank.A, Retail.B, Retail.A）を対象に各 300 人（20 歳

以上）のデータを集めた（調査期間 2016 年 8 月 19 日～22 日）。質問項目は PZB（1988; 

1991;1994b）を参考に 7 点のリッカート尺度で事前の期待と実際の評価を尋ねた(8)。なお、

期待については「should」という表現が期待水準を過剰に高く測定する可能性があるため

（PZB 1991）、「will」の表現を用いることで、各項目について「～だろうと思っていた。」と

設定した(9)。例えば、1 つ目の質問項目であれば、利用する直前のことについて「最新の設備

を備えているだろうと思っていた」か、利用した直後のことについて「最新の設備を備えて

いる」かを、「1.まったくあてはまらない～7.よくあてはまる」から回答してもらった。また、

求められた差異得点は標準化して観測変数に用いた。因子分析モデルの推定には一般的に最

尤法を用いるが提案モデルは最尤法では推定が困難になるため、すべてのモデルについて

MCMC によるベイズ推定を行った。モデルの収束はトレース・プロット及び Geweke（1992）

の方法から判定し、モデル比較は WAIC（Watanabe 2010a; Watanabe 2010b: Gelman 2013）

を基準した(10)が、良く用いられている DIC（Spoegelhalter et al. 2002）と LML（対数周辺

尤度）の結果も載せた。WAIC と DIC は最も小さいモデルが、LML は最も大きいモデルが

良いと判定される。MCMC のイタレーション数は線形モデルについて 15,000 回とし、最初

の 5,000 回を burn-in として切り捨てた。提案モデルは 300,000 回から 20 回置きに MCMC

サンプルを抽出するシンニングを行い、最初の 5,000 回を burn-in として切り捨てた。推定
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したモデルは提案モデルの他に、1 因子モデル（1_factor）、原著の SERVQUAL（original）、

2 次因子分析モデル（2nd_order）でいずれも線形モデルである。なお、提案モデルの詳しい

推定は Appendix を参照のこと。 

 

4-2. 分析結果 

表 4 は各企業でのモデル比較の結果を示している。WAIC を基準に、非対称ロジスティッ

クモデルが支持されたのは Hotel.B、Hotel.A、Bank.B、Retail.A の 4 社である。残りの

Bank.A では非対称 2 次式モデルが、Retail.B では非対称非線形モデルではなく線形の 2 次

因子分析モデルが支持された。したがって、Retail.B を除いた 5 社について非対称非線形モ

デルが支持され、そのうち 4 社はプロスペクト理論での価値関数が支持された。しかし、い

くつかの企業では WAIC に大きな差が確認されなかったため、この問題を後に取り上げる。

表 5 は各企業で支持されたモデルについて非対称性を仮定した係数推定値（事後平均）の比

較結果を示している。表 5 における gam1~gam5 はそれぞれ BQ から SERVQUAL の各 5 次

元に対する因子負荷量であり、表 1 の順になっている。表 5 右端は標準化係数を示しており、

非対称性の確認は限界効果のプロット（図 3）を確認するとよりわかりやすい。こちらもは

っきりとした差が確認されなかったケースもあるが、非対称非線形モデルが支持された企業

では概ね非対称性が示された。しかし、Hotel.B の確実性と共感性および Bank.A について

は正の知覚の影響力の方が大きく、Hotel.A、Bank.B、Retail.A を除きプロスペクト理論が

厳密に支持されたわけではない。図 4 は各 5 次元に関する独自因子の分布（分散は事後平均

値）であり、その形状は必ずしも均一ではなく、それぞれの次元が異なる大きさの独自性を

持っていることを示している。 

 

 

V. 考察 

 

係数推定値（表 5）および限界効果（図 3）より、各企業における消費者の潜在的な知覚構

造を詳細に理解できる。正の限界効果（係数）の方が大きければ、観測変数の知覚サービス

品質に対する消費者の潜在知覚は良い傾向にあると判断でき、負の限界効果の方が大きけれ

ば、品質不良（SERVQUAL では期待水準以下であること）のリスクが大きいことを意味し、

望ましくない傾向にあると判断できる。また、支持されたモデル（関数形）によって BQ の

限界効果は傾向が異なり、Retail.B は一定、Bank.A は線形に増加していく。Hotel.B、Hotel.A、

Bank.B、RetailA は限界効果が徐々に減少していくため、提供されたサービスが顧客の期待

を損ねるような場合でも負の品質知覚にある程度限度がある一方で、品質が停滞している可

能性もある。なお、非対称非線形モデルが支持されなかった Retail.B はチェーンの小売店

（スーパーマーケット）であるため、日常的に利用する消費者が多いと考えらる。このこと

から、利用している消費者は意識的に期待を抱くことが少なく、その役割が希薄であった可

能性があり、単純な線形モデルが支持された可能性がある。 

独自因子の分布（図 4）からは SERVQUAL の各 5 次元独自の可変性の大きさがわかり、

これは 5 次元に関する品質知覚の純粋な影響力を示しているといえる(11)。分散が大きく分布

が平坦である程、独自性から影響を受ける可能性が大きい。これは、ある次元が他の次元と

比べて何らかの品質的特徴を持っている可能性も示唆している。一方、分散が小さく分布が

尖っているほど、その次元は共通要因である BQ によって決まりやすいことがわかる。多く

の企業の有形性は概ね独自性が強い傾向にあるが、例えば、Bank.A や Retail.B は有形性以

外の独自性はほとんど影響力を持たない。これは、Bank.A や Retail.B にとって有形性に関

するサービスが他の次元に関するサービスと比べ特有のものになっている可能性があり、残

りの 4 次元に関しては共変的に変動していることを示唆している。また、比較的高ランクの

企業を選出した Hotel.A や Retail.A では確実性についての独自性が最も大きい。したがっ

て、実際に提供しているサービス要素と各 5 次元を照らし合わせて比較してみるのも有意義

なことであろう。 

このように、非対称非線形性を取り入れた本研究の提案モデルは線形モデルの

SERVQUAL より多くの情報を読み取ることができ、消費者の潜在的知覚構造を可視化する
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のに適している。一方で、確かに WAIC が最小のものを支持モデルとして選んだが、モデル

間の WAIC にそれほど大きな違いを確認することはできなかった。しかし、いずれの企業で

も単純構造よりは 2 次因子分析モデルの方が良い傾向を示している。そのため、モデル比較

で非対称非線形モデルの WAIC が僅差の場合には、WAIC が最小のモデルが与える情報は可

能性の 1 つとして考慮に入れ、最低でも 2 次因子分析モデルの解釈を推奨したい。 

そして、SERVQUAL 尺度の利用は、モデル推定に用いるだけでなく、期待得点と知覚得

点について、各次元を構成する項目を束ねた平均値での比較や、全項目を束ねた平均値の比

較（PZB 1988, 1991）も重要な示唆を与える。また、各項目について期待得点と知覚得点の

平均値比較を行うことも有益な指針となるだろう。この点、実績尺度では、例えば「項目 1

は 7 点だったが、項目 2 は 4 点だったので、項目 2 は品質向上の余地がある」というように

項目間で相対的な目標を設定することはできるが、項目自身についてはただ高評価を狙うこ

としか考えられない。このことは、高水準の実績を要求されるサービス業とそうでないサー

ビス業で、同程度のサービス実績が異なる評価をされることを考えれば、実績尺度も少なか

らず問題があると推測される。さらに、消費者の期待する水準を理解しないことは、顧客が

十分過ぎると感じているサービス品質の項目についても品質向上の努力を注ぎ込むことに繋

がり、過剰サービスとなり得る。一方、期待の測定を明示的に行う差異得点には消費者の知

覚サービス品質を理解するうえで重要な役割を果たす可能性がある。したがって、差異得点

と実績尺度は異なる理論と前提に基づき各々の利点があることを理解すれば、これらの優劣

は容易に比較できない。 

 

 

VI. 結論と今後の課題 

 

本研究では、原著の SERVQUAL モデルに 5 次元共通の 2 次因子として総括的な「基礎品

質」知覚を仮定することで、階層的に非対称・非線形構造を取り入れた。その結果、調査対

象となった企業について 1 社を除き、非対称性と非線形性が確認され、線形性のみを仮定す

るより多くの情報を提供することを示した。したがって、サービス品質の文脈にけるモデル

においても非対称性や非線形性の可能性を考慮して開発していくことには重要な意味がある

といえるだろう。また、一般実務での活用に向けての応用をモデルとその結果の解釈を中心

に示したが、本研究での議論は、数多く存在するサービス品質の評価尺度やそのモデルを批

判するものではなく、尊重するものである。本研究では、マーケターが必要とする情報によ

って手法を使い分けることを推奨したいと考えており、本研究の提案モデルもまたその手段

の 1 つとして位置付けたい。 

 今後の課題としては既に述べたように、モデルの改善を考えることである。本研究の提案

モデルは、差異得点が参照水準として期待を用いる評価プロセスの結果であることから、非

対称非線形性を仮定している。SERVQUAL 尺度の期待項目に関する見直しは PZB（1991）

から始まっており、PZB（1993）による許容範囲（zone of tolerance; ZOT）に関する重要な

議論がある。これらをモデルに反映することで差異得点による SERVQUAL の役割がさらに

認識される可能性がある。また、他社とのサービス品質を比較できるように、因子得点を活

用した評価指標を開発することなどが残されている。 
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表 4 モデル比較 

 
表 5 係数推定値 
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図 3 各企業における BQ の限界効果 
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図 4 各企業における 5 次元の独自因子の分布 
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VII. Appendix 

 

提案モデルの MCMC アルゴリズムを同時事後分布、共役事前分布、そして完全条件付き

事後分布の順で説明する（基本的なことは Arminger & Muthén 1998; Lee 1981; Lee 2007; 

Lee & Shi 2000; Zhu & Lee 1999 を参照のこと）。モデルの表記や概要は本文のとおりであ

る。 

 

7.1. 同時事後分布 

  𝐘 = (𝐲1, ⋯ , 𝐲𝑛)を観測データ行列(22 × 𝑛)、𝛀 = (𝛚1, ⋯ , 𝛚𝑛)を 1 次因子の因子得点行列

(5 × 𝑛)、𝚭 = (𝛇1, ⋯ , 𝛇𝑛)を 2 次因子の因子得点ベクトル、𝜃1 = (𝚲, 𝚿𝜖)と𝜃2 = (𝚪, 𝚫𝜏, 𝜎𝜁
2)をそれぞ

れ 1 次因子と 2 次因子の測定方程式のパラメータとする。したがって、同時事後分布は以下

のように表現できる。 

 P(𝛀, 𝜃1, 𝚭, 𝜃2|𝐘)  

 ∝ P(𝛀, 𝜃1, 𝚭, 𝜃2, 𝐘)  

 = P(𝐘|𝛀, 𝜃1, 𝚭, 𝜃2)P(𝛀, 𝜃1, 𝚭, 𝜃2)  

 = P(𝐘|𝛀, 𝜃1)P(𝛀|𝜃1, 𝚭, 𝜃2)P(𝜃1|𝚭, 𝜃2)P(𝚭|𝜃2)P(𝜃2)  

 = P(𝐘|𝛀, 𝜃1)P(𝛀|𝚭, 𝜃2)P(𝜃1)P(𝚭|𝜎𝜁
2)P(𝚪, 𝚫𝜏)P(𝜎𝜁

2)  

 = [∏ P(𝐲𝑖|𝛚𝑖 , 𝜃1)P(𝛚𝑖|𝜻𝑖 , 𝜃2)P(𝜃1)

𝑁

𝑖

] P(𝛇𝑖|𝜎𝜁
2)P(𝚪, 𝚫𝜏)P(𝜎𝜁

2). (1-1) 

なお、展開の詳細は次節に含める。 

 

7.2. 共役事前分布 

7.2.1. P(𝛚𝑖|𝛇𝑖, 𝜃2)と P(𝜃1) 

 (𝜻𝑖, 𝜃2)が与えられると、𝑖 = 1, ⋯ , 𝑁について𝛚𝑖は互いに独立となり、以下を得る。 

 P(𝛚𝑖|𝛇𝑖 , 𝜃2) = 𝑁(𝚪𝛇𝑖 , 𝚫τ). (2-1) 

 次に、𝚲𝑗 と 𝜓𝜖,𝑗 をそれぞれ𝚲の𝑗行目と𝚿𝜖の𝑗番目の対角要素とする。また、すべての 𝑗 ≠

𝑠 について(𝚲𝑗 , 𝜓𝜖,𝑗)と(𝚲𝑠, 𝜓𝜖,𝑠)の事前分布は独立であると仮定し、以下の関係を用いる。 

 P(𝜃1) = P(𝚲, 𝚿𝜖) = P(𝚲|𝚿𝜖)P(𝚿𝜖). (2-2) 

したがって、以下を仮定する。 

 P(𝚲𝑗|𝜓𝜖,𝑗) = 𝑁(𝚲𝑗,0, 𝜓𝜖,𝑗𝑯𝜆,𝑗,0), (2-3) 

 P(𝜓𝜖,𝑗) = 𝐼𝐺(𝛼𝜖,𝑗,0, 𝛽𝜖,𝑗,0). (2-4) 

 

7.2.2. P(𝜻𝑖|𝜎𝜁
2)と P(𝜃2) 

 𝜎𝜁
2が与えられると、𝑖 = 1, ⋯ , 𝑁について𝜁𝑖は互いに独立となり、以下を得る。 

 P(𝛇𝑖|𝜎𝜁
2) = 𝑁(0, 𝜎𝜁

2). (2-5) 

次に、𝚪𝑘と𝛿𝜏,𝑘をそれぞれ𝚪の𝑘行目と𝚫𝜏の𝑘番目の対角要素とする。また、すべての𝑘 ≠ 𝑣に

ついて(𝚪𝑘 , 𝛿𝜏,𝑘)と(𝚪𝑣, 𝛿𝜏,𝑣)の事前分布は独立であると仮定する。また、𝜎𝜁
2は𝜻𝑖にのみ含まれる

ので、(𝚪, 𝚫𝜏)と𝜎𝜁
2は独立であるとし、以下を得る。 

 P(𝜃2) = P(𝚪, 𝚫𝜏, 𝜎𝜁
2) = P(𝚪, 𝚫𝜏)P(𝜎𝜁

2) = {P(𝚪|𝚫𝜏)P(𝚫𝜏)}P(𝜎𝜁
2). (2-6) 

したがって、以下を仮定する。 

 P(𝚪𝑘|𝛿𝜏,𝑘) = 𝑁(𝚪𝑘,0, 𝛿𝜏,𝑘𝑯𝛾,𝑘,0), (2-7) 

 P(𝛿𝜏,𝑘) = 𝐼𝐺(𝛼𝜏,𝑘,0, 𝛽𝜏,𝑘,0), (2-8) 

 P(𝜎𝜁
2) = 𝐼𝐺(𝛼𝜁,0, 𝛽𝜁,0). (2-9) 

 

7.2.3. ハイパー・パラメータの設定 

 事前分布によって事後分布の推定が大きく影響されないよう、無情報事前分布となるよう

なハイパー・パラメータの値を設定している。 

パラメータ 設定 

𝚲𝑗|𝜓𝜖,𝑗~𝑁(𝚲𝑗,0, 𝜓𝜖,𝑗𝑯𝜆,𝑗,0) 𝚲𝑗,0 = 𝟎, 𝑯𝜆,𝑗,0 = 𝑰 
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𝜓𝜖,𝑗~𝐼𝐺(𝛼𝜖,𝑗,0, 𝛽𝜖,𝑗,0) 𝛼𝜖,𝑗,0 = 0.01, 𝛽𝜖,𝑗,0 = 0.01 

𝚪𝑘|𝛿𝜏,𝑘~𝑁(𝚪𝑘,0, 𝛿𝜏,𝑘𝑯𝛾,𝑘,0) 𝚪𝑘0 = 𝟎, 𝑯𝛾,𝑘,0 = 𝑰 

𝛿𝜏,𝑘~𝐼𝐺(𝛼𝜏,𝑘,0, 𝛽𝜏,𝑘,0) 𝛼𝜏,𝑘,0 = 0.01, 𝛽𝜏,𝑘,0 = 0.01 

𝜎𝜁
2~𝐼𝐺(𝛼𝜁,0, 𝛽𝜁,0) 𝛼𝜁,0 = 0.01, 𝛽𝜁,0 = 0.01 

 

7.3. 非線形因子分析モデルの MCMC アルゴリズム 

7.3.1. 完全条件付き事後分布 

完全条件付き事後分布は、(1-1)式の同時事後分布から、ある確率変数（パラメータ）のみ

に注目し、残りすべてを条件付きにすることで計算される各確率変数の条件付き事後分布の

ことである。なお、与えた確率変数が完全に無関係となる場合には、以下のアルゴリズムに

おける各条件付確率の表記から省略している。また、𝛀と𝚭が与えられると、1 次因子と 2 次

因子の測定方程式はそれぞれ、パラメータが(𝚲, 𝚿𝜖)と(𝚪, 𝚫𝜏)の回帰分析モデルになることに

留意すれば、因子分析モデルと回帰分析モデルのアルゴリズムは潜在変数の推定を除きほと

んど同じであることがわかる。そして本文でも述べたように、非線形因子分析モデルは基本

的には線形の場合と同じであるから、事前分布の設定やハイパー・パラメータの設定も同じ

である。しかし、P(𝛇𝑖|𝚪, 𝚫𝜏, 𝜎𝜁
2, 𝛚𝑖)には RW-MH 法を適用する。したがって、以下を繰り返す。 

[1] P(𝝎𝑖|𝚲, 𝚿𝜖, 𝚫𝜏, 𝜻𝑖 , 𝐲𝑖) 

= 𝑁[(𝚫𝜏
−1 + 𝚲𝑇𝚿𝜖

−1𝚲)−1(𝚲𝑇𝚿𝜖
−1𝐲𝑖 + 𝚫𝜏

−1𝚪𝐆(𝛇𝑖)), (𝚫𝜏
−1 + 𝚲𝑇𝚿𝜖

−1𝚲)−1].  
(3-1) 

[2] P(𝚲𝑗|𝜓𝜖,𝑗 , 𝛀, 𝐘) = 𝑁(𝐚𝜆,𝑗 , 𝜓𝜖,𝑗𝑨𝜆,𝑗), (3-2) 

ここで、 𝑨𝜆,𝑗 = (𝑯𝜆,𝑗,0
−1 + 𝛀𝛀𝑻)

−1
, 𝐚𝜆,𝑗 = 𝑨𝜆,𝑗(𝑯𝜆,𝑗,0

−1 𝚲𝑗,0 + 𝛀𝐘𝑗). (3-2’) 

[3] P(𝜓𝜖,𝑗|𝛀, 𝐘) = 𝐼𝐺 (𝛼𝜖,𝑗,0 +
𝑁

2
, 𝛽𝜖,𝑗), (3-3) 

ここで、 
𝛽𝜖,𝑗 = 𝛽𝜖,𝑗,0 +

1

2
(𝐘𝑗

𝑇𝐘𝑗 − 𝐚𝜆,𝑗
𝑻 𝑨𝜆,𝑗

−1𝐚𝜆,𝑗 + 𝚲𝑗,0
𝑇 𝑯𝜆,𝑗,0

−1 𝚲𝑗,0). (3-3’) 

𝑡(= 1, ⋯ , 𝑇)を MCMC のイタレーション数とすると、P(𝛇𝑖|𝚪, 𝚫𝜏, 𝜎𝜁
2, 𝛚𝑖)のための RW-MH アル

ゴリズムは以下に従う。 

[4] 𝛇𝑖
𝑡 = 𝛇𝑖

𝑡−1 + 𝜼𝜁,𝑖;  𝜼𝜁,𝑖~𝑁(0, 𝜎𝜂
2),  (3-4) 

ここで、𝜎𝜂
2はステップ・サイズパラメータであり、平均採択率が 25%程度（Gelman et al. 

1995; Zhu & Lee 1999）になるよう調節する。なお、採択確率は以下で定義される。 

 𝑚𝑖𝑛 [
P(𝛇𝑖

𝑡|𝚪, 𝚫𝜏, 𝜎𝜁
2, 𝛚𝑖)

P(𝛇𝑖
𝑡−1|𝚪, 𝚫𝜏, 𝜎𝜁

2, 𝛚𝑖)
, 1]. (3-4’) 

以降、再びギブス・サンプリングであるが 2 次因子の測定方程式が本文(3-11)で定義されて

いることに留意する。 

[5] P(𝚪𝑘|𝛿𝜏,𝑘 , 𝚭, 𝛀) = 𝑁(𝐚𝛾,𝑘 , 𝛿𝜏,𝑘𝑨𝛾,𝑘), (3-5) 

ここで、 𝑨𝛾,𝑘 = (𝑯𝛾,𝑘,0
−1 + 𝐆𝐆𝑻)

−1
, 𝐚𝛾,𝑘 = 𝑨𝛾,𝑘(𝑯𝛾,𝑘,0

−1 𝚪𝑘,0 + 𝐆𝛀𝒌). (3-5’) 

[6] P(𝛿𝜏,𝑘|𝚭, 𝛀) = 𝐼𝐺 (𝛼𝜏,𝑘,0 +
𝑁

2
, 𝛽𝜏,𝑘), (3-6) 

ここで、 
𝛽𝜏,𝑘 = 𝛽𝜏,𝑘,0 +

1

2
(𝛀𝑘

𝑇𝛀𝑘 − 𝐚𝛾,𝑘
𝑻 𝑨𝛾,𝑘

−1 𝐚𝛾,𝑘 + 𝚪𝑘,0
𝑇 𝑯𝛾,𝑘,0

−1 𝚪𝑘,0). (3-6’) 

[7] P(𝜎𝜁
2|𝚭) = 𝐼𝐺 (𝛼𝜁,0 +

𝑁

2
, 𝛽𝜁,0 +

1

2
𝚭𝚭𝑇). (3-7) 

 なお、上述の結果は 𝚲 および𝚪の要素をすべて自由パラメータの場合とした一般的なもの

である。したがって、以下では𝚲を例に𝚲の𝑗行目の𝚲𝑗
𝑇が固定パラメータを含む場合を考える。 

 𝒄𝑗は𝑗 = 1, ⋯ , 𝑝; 𝑘 = 1, ⋯ , 𝑞について、もし𝜆𝑗𝑘が固定パラメータなら𝑐𝑗𝑘 = 0となり、未知パラ

メータなら𝑐𝑗𝑘 = 1となる1 × 𝑞行ベクトルとする。また、𝑟𝑗 = 𝑐𝑗1 + ⋯ + 𝑐𝑗𝑞とし、これは𝚲𝑗
𝑇に含

まれる未知パラメータの数を表す。さらに、𝚲𝑗
∗𝑇は𝚲𝑗

𝑇における未知パラメータのみを含む1 ×

𝑟𝑗行ベクトル、𝛀𝑗
∗は𝑐𝑗𝑘 = 0に対応するすべての行が削除された𝛀の𝑟𝑗 × 𝑁部分行列とする。最

後に、𝐘𝑗
∗𝑇 = (𝑦1,𝑗

∗ , ⋯ , 𝑦𝑁,𝑗
∗ )を以下で定義する。 
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 𝑦𝑖,𝑗
∗ = 𝑦𝑖,𝑗 − ∑ 𝜆𝑗𝑘𝜔𝑖𝑘(1 − 𝑐𝑗,𝑘)

𝑞

𝑘=1

. (3-8) 

これは、各𝐘𝑗から右辺の固定パラメータによる定数部分を減算する手続きである。したがっ

て、(𝚲, 𝚿𝜖)に関する完全条件付き事後分布である(3-2)、(3-3)式に含まれる𝚲𝑗、𝐘𝑗、𝛀をそれぞ

れ𝚲𝑗
∗、𝐘𝑗

∗、𝛀𝑗
∗に置き換えればよい。また、本研究の提案モデルには𝚪の(1,1)要素にも固定パラ

メータが含まれているので、同様の手続きを行う。さらに、𝜎𝜁
2=1 と固定していることから、

MH ステップの(3-4)における尤度の計算では常に𝜎𝜁
2=1 とし、確率変数として扱う必要がな

いので、𝜎𝜁
2の推定(3-7)は考えなくてよい。 

 

 

注 

 

(1) 日本では JSCI（日本版顧客満足度指標）がある。 

(2) 本研究の方針を混乱させないための用語の定義づけであり、実績尺度は「知覚サービス

品質」ではない、と主張するためのものではない。 

(3) 日本語の文献では山本（1995, 2010）が詳しい。 

(4) SERVQUAL と SERVPERF の他に、22 項目の各重要度を別に尋ね、その重要度を得点

にかけて新たな観測変数とした重み付き SERVQUAL と重み付き SERVPERF がある。

いずれも重み付けのないモデルの方が支持された。 

(5) より詳しい議論や取り上げきれない重要な概念は、Anderson & Rubin（1956）、 

Jöreskog（1967）、Jöreskog（1969）、Lawley & Maxwell（1962）、Lee（2007）、

Mulaik（1987）、Song & Lee（2012）などを参照のこと。 

(6) 潜在変数が構造方程式の予測変数として使われるなら、その際の目的変数に対して良い

影響を与えたい。 

(7) SERVQUAL の 5 次元から発展させた 2 次因子分析モデルの応用としては、実績尺度を

使った Kang & James (2004)および Kang (2006)、差異得点と実績尺度の比較をした中

村（2007）などがある。しかし、いずれも潜在変数やその構造モデルの推定に重点を置

いており、独自性の解釈には触れていない。 

(8) 対訳は（松尾ほか 2001）を参照のこと。 

(9) PZB（1991）で提案された新たな期待項目の測定方法ではなく、PZB（1988）の期待項

目における「should」の部分を「will」に変えて作成した。 

(10) WAIC はモデルが階層構造や隠れ層を持つような場合に、例えば事後分布が正規分布に

収束しないような特異統計モデルに対しても適用できる情報量基準である（Watanabe 

2010a）。また WAIC は、統計モデルが特異か非特異かを問わず交差検証損失と同じ漸近

挙動を有するが、DIC（偏差情報量基準）はそうではなく（Watanabe 2010b）、本研究

のような階層モデルの比較には WAIC を使う方が望ましいと考えられる。 

(11) ただし、観測変数の独自因子には、観測誤差も含まれている可能性があり、共通性以外

のその他の要因の和を表しているため、項目独自の要因のみが反映されているわけでは

ないことに注意されたい。一方、2 次因子分析モデルでは、1 次因子は既に観測変数から

観測誤差を含む独自因子が取り除かれた共通因子とみなせるので、1 次因子の独自因子

には観測誤差が含まれない。 
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